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国益に資する援助事業戦略の構築

①
人道支援･経済開発支援の両軸の視点が不可欠

実施機関はODAの目的であるわが国の安全と繁栄に資する事業を効率的効果的に実施する使命を負っている。

実施機関は、人道的見地に立ち社会的弱者に直接裨益する事業へのアプローチと経済開発により開発途上国の人々の生活レベルを底上げする事業へのアプローチが並存する視点を持つことが必要である。すなわち、新たな実施機関の使命は「人道」と「経済」の両軸の視点を持って果たしてゆくことを基本的な考え方として明確化しなければならない。

さらに、わが国経済のアジア地域との経済連携が進化する中で、開発途上国の安定と繁栄がわが国国益に資するとの視点、また資源エネルギー確保のためにわが国ODAが援助事業を通じて役割を果さねばならないといった認識に立てば、OOFあるいは民間資金との連携も含めた包括的な途上国支援戦略が求められる。

②
経済基盤整備による投資や貿易の拡大促進が重要

東アジアは1980年代以降年率８％を超える高い経済成長を果した。わが国との貿易関係に占める輸出入の割合は夫々42％、43％でありわが国との経済相互依存は深化している。高い経済成長をもたらした要因は円借款や投資前調査（開発調査）によるODAを供与し、投資環境整備、人材育成からなる経済基盤整備を支援し直接投資と貿易の拡大を促したことにあると言われている。昨年３月に世銀、アジ銀、JBICが東アジアのインフラ整備の調査報告を発表し、経済成長が貧困削減に果す効果が再確認されている。一日１ドル以下で生活している貧困層の割合も、経済成長と共に低下する傾向が世銀資料でも明らかになっており、経済成長の著しい中国では80年代初頭の60％から20％まで低下している。過去50年間にアフリカとアジアが全世界から受け取ったＯＤＡの総額は同じであり、アジア向けの40％は経済成長の高い東アジアが占めている。　アフリカにおいては東アジアと比較してODAによる投資環境整備が不十分であったと言われ、外国直接投資の促進や貿易の拡大が阻害され結果として今日ではアフリカと東アジアの国民所得水準の格差は明らかとなっている。社会的弱者に直接裨益する人道的な観点からの援助の重要性は疑問の余地が全くないが、アジア地域における経済連携の発展と経済相互依存が強まる中で東アジアにおける成功体験を発展させ、インドなど南西アジア地域も含むアジアを中心とした開発途上国の経済基盤整備をわが国ＯＤＡにより支援して行くことは実施機関として優先課題といえる。　そのために有償資金協力事業の活用を軸とした事業戦略を構築しなければならない。

③
有償協力・技術協力・無償協力の効果的組み合わせが必要

厳しい財政事情の中でODA一般会計予算を増加することは困難である。その一方で、アジアのみならずアフリカにおいても貧困からの脱却をもとめ援助事業への需要は膨大である。一般会計予算による技術協力と無償資金協力では実施可能な事業量にはおのずと限界があり、有償資金協力を軸とした事業量の確保を行い援助需要にこたえて行かねばならない。有償資金協力は将来返済を伴うものであるので技術協力と無償資金協力を効果的に組み合わせ有償資金協力を途上国政府に魅力のある姿に改革して行かねばならない。
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①
実施機関と行政機関の機能分離の必要性

政府ODA実施体制は組織的に行政官庁と実施機関から構成されている。しかし政策機能と実施機能が実体的に分離されていない実情であり、政策機能を担う行政官庁が個別案件の技術的事項に関与し事業実施の迅速性を阻害している。こうした関与のため実施機関は様々な説明資料の作成を求められ、膨大なエネルギーと時間を費やしている。　現状では「政策」と「実施」が混在している状態となっており、ODA実施体制は総体として非効率なものとなっている。　行政官庁が個別案件に細事にわたり関与することは行政の肥大化の要因と言え、結果として本来の政策立案機能の弱体化を招いているとも考えられる。

2 実施機関の職務と権限

行政官庁は海外経済協力閣僚会議（司令塔機能）が示すODA基本戦略の枠組みに従い政策決定、実施機関の監督、開発途上国との政策対話、政府間取り決めを行う役割を担うことが求められている。また、国際機関との援助政策協調も重要な政策機能である。

実施機関は援助ニーズに的確に対応し、迅速・柔軟に且つ機動性を持って事業を実施してゆくことが求められている。

実施機関の統合に向けて最も重要な課題は実施機関に事業実施にかかわる権限を委譲することである。この問題は実施機関を含む政府ODA実施体制の構造改革であり、実施機関が事業立案機能を持ち事業実施を自らの判断と意思で行うことを

可能とすることである。

国別援助計画、政府間協議の枠組の中で3ヵ年の中期的事業計画を策定し年度別実施案件の選定、実施時期、供与額の決定などを蓄積された知識と経験を生かして実施機関が行なえる仕組みとする。開発途上国と具体的案件協議を実施し事業の進捗状況を踏まえて翌年の事業実施計画を策定する権限を実施機関に付与することである。

新たな実施機関の事業資金は交付金、出資金、財投資金、業務委託費から構成されるが、これらに加え政府保証の外債の発行、民間資金との連携を促す保証機能、あるいは試験的事業等への出資も可能とすることは世界最大の援助実施機関に相応しい機能である。
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事業実施の現場に立つ開発コンサルタントが途上国政府実施機関と共有する問題はわが国ODAには迅速性、柔軟性、機動性が不足している点である。

この要因は交換公文など政府間取り決めのあり方、あるいは権限委譲とも関係する裁量行政の存在にある。実施機関の統合の機会にこれ等の問題を解決しわが国ＯＤＡを魅力のある姿に改革しなければならない。
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①
有償資金協力について
有償資金協力の現行プロセスは、政府間協議、案件審査･選定、供与額の決定、政府間交換公文の締結、貸付契約の締結、事業実施、そして進捗に応じた融資実行である。国際約束として融資対象案件を明記した政府間交換公文（Exchange of Note）を取り交わしその下で案件別に貸付契約（Loan　Agreement）を締結している。
交換公文に個別案件名と供与金額が明記されているために、所管省（外務、財務、経産）が個別案件の事業内容、供与金額など技術的検討が必要な問題に対しても関与する仕組みを生み出している。そのような関与を行うため、所管官庁の担当官が実施機関に様々な説明資料の作成を要求し実施機関は説明のため関係3省の間を奔走している実情である。政策機能が実施機能化しているため重複管理を生み出し政策機能を十分に発揮し得ないと同時に、実施機関の効率性を阻害する現実となっている。わが国援助の意思決定の遅さはこの点にあるといっても過言ではない。
援助政策は、二国間ベースではODA中期政策に沿って政府間協議を行い分野別支援方針を決定し、国別年度供与額の上限額を示すことが主要業務と考えられる。実施機関は候補案件ロングリストを見直し、その上で年度別具体的案件の選定、融資金額・事業内容・事業規模の決定を行う仕組みへと改革しなければならない。即ち、交換公文においては国別年度供与額の上限金額、重点支援分野を示すにとどめるべきである。実施機関は上限金額の中で案件別に準備が整い次第貸付契約を随時締結することが可能となり、迅速性と柔軟性が担保しうる仕組みへの改革とつながる。
有償資金協力は5年から10年以上に亘る長期間の事業である。当初予想出来なかった様々な要因で貸付期間延長あるいは予備費の使用などが必要となる。個別案件の貸付契約の期間延長は実施機関の判断では出来ない仕組みとなっており交換公文の期間延長が求められる現状となっている。実施機関が期間延長理由を関係3省に諮り同意を得た上で実施している。現場における作業が進行中であるにも拘らず貸付契約の延長がないために融資の実行、即ち契約に基づく支払いの実行の遅れを引き起こしている。
予備費の使用は実施機関の所管事項と考えられるが関係3省の実質的な同意が条件となっている。事業実施上の問題である予備費の使用理由を説明しなければならない。ODA資金の適正使用の観点から関係3省が実施機関を監督することは必要であるが、個別ケースで管理するのではなく年度毎の事後評価を行うことで十分である。裁量行政の存在が事業実施に係る迅速性、柔軟性を阻害する要因となっている。

②
技術協力について

開発調査、技術協力プロジェクトなど技術協力においても政府間取り決めを案件毎に実施している。外務省が国際約束を取り付けその上で個別案件をJICAが実施している。個別案件の採択は政策を担う外務省が権限を握る仕組みとなり長年にわたり経験と知見を蓄積してきたJICAが最終判断できない実情である。政策官庁は政府間協議を踏まえ案件ロングリストを双方で確認し国別に包括的な国際約束を締結する仕組みとし手続きの簡素化を行うべきである。更に裁量行政の弊害として個別案件の採択をめぐって外務省は財務省と協議を行い同意を得て最終決定を行っている実情である。途上国政府は要請を行ってから調査団受け入れまで長期間待たされる実情であるが、これはわが国政府内の仕組みが主たる要因である。
政策の枠組みの中で個別案件の採択はJICAに権限委譲して実施させる仕組みへと転換しなければならない。個別案件について実施機関に権限の委譲が進めば有償資金協力と技術協力の連携が促進され迅速性に加え、機動性のある援助事業が可能となる。現行JBICのSAF調査、METIのJETRO調査などは、国際約束に基づくことなく実施されているが、調査業務に支障はなく、JICAが行う技術協力においても国際約束のあり方を簡素化する方向で改革すべきである。

③
無償資金協力について

無償資金協力においても個別案件毎に供与額と期限が明記された政府間交換公文が締結されている。予備費が計上されていないこと、原則的支出期限が単年度となっているため極めて硬直的な制度である。無償資金協力の問題は外務省が政策機能と実施機能を併せ持っている点であり、また個別案件の供与額と事業内容･規模の決定に財務省が深く関与し、JICAが実施した基本設計調査の結果の変更を外務省は容認していることである。更に、事業実施契約は途上国政府と本邦企業との間で結ばれているが、事業実施上の様々な問題は契約にてらして処理されることはない。実態とし外務省による裁量行政によりJICAと本邦業者を指導、監督し契約上の問題の解決を強制している。
土木工事など自然条件に左右される事業は、当初から予期し得ない理由により追加工事の必要に直面する可能性が高いが、予備費がないため本邦業者が持ち出しで行うか、技術仕様の変更を行うか、事業範囲を縮小するなどして対応している。単年度予算のため、事業現場が豪雨などで期限内完成が危ぶまれるケースでは未完成部分は先方政府にその残存工事の費用を負担させている。
交換公文の内容を、支援分野の特定、事業費と予備費を区分した供与上限金額の明記に限定し、使用期限は示さない内容に簡素化することが必要である。事業の完成時期はあくまで途上国政府と業者との間の契約で決められるものである。
個別案件の選定、事業者契約を承認する権限をJICAに委譲しJICAが事業管理を行い事業実態に適切に対応する仕組みへと改革することが肝要である。制度矛盾による問題解決は無償資金協力においては積年の課題であるが、先ず権限委譲を前提とし交換公文のあり方を抜本的に改める必要がある。
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①
実施機関の事業企画機能が必要

統合された新たな実施機関は事業企画機能を持つことが肝要である。
上述してきたように実施機関に権限の委譲がなされ政策の枠組みの中で個別案件の採択、実施が行える仕組みに改革されることになるが、実施機関として中期的な事業企画機能が求められる。事業企画機能とは国別にセクター戦略と地域戦略を３ヵ年のスパンで策定する能力であり、援助事業を解決すべき課題と目標を明確にした上でプログラム化することである。有償、技協、無償のスキームを効果的に組み合わせ援助課題に形態別･時系列的に最適な形で対応することである。事業の内容、規模、実施時期を途上国政府実施機関と協議し実施に係る意思決定を素早く行い事業ニーズに合わせて柔軟な援助供与を行いスキームの機動的な組み合わせにより中期的観点で事業運営することが可能になる。
セクターあるいは地域間の優先度は政策マターに属するが実施機関の事業企画機能は行政官庁の政策機能を補完する役割を担うことになる。

②
マスタープランの拡充が必要

分野別、地域別のマスタープランの策定を拡充させる必要がある。開発問題、社会問題に係る援助ニーズを把握し援助事業の形成を強化し、各ファシリテイーの特性を勘案し円借款事業、無償事業、技術協力事業を形成しプログラム化する調査機能の抜本的な強化が求められている。マスタープランの実現に向けては次のようなプロセスに類型化され、それぞれの特徴を示す。


＊ＦＳ調査から有償と技協と無償へ
：
経済社会インフラ（大中規模）、維持運営、投資環境整備


＊詳細調査、設計から無償と技協へ
：
社会インフラ（中小規模）、維持管理、地方開発、貧困削減


＊詳細調査から技協へ
：
法･制度設計（ソフトインフラ）、政策支援、官民の知的支援

マスタープラン実施後形成された事業の実施形態について途上国側実施機関と十分に協議を行い解決すべき問題と目標を双方で共有しＦＳ調査、SAPROF調査（FS補完調査）、詳細調査を着手する。調査のための調査を排除しなければならない。

③
柔軟で且つ継続的な支援の重要性

途上国の抱える様々な問題を解決するには柔軟で且つ継続的な支援が必要である。
主として有償資金協力で支援してきた経済社会インフラはプロジェクトが調査開始から完成するまでに凡そ１０年以上掛かっている。調査開始当時の経済社会状況はこの間に大きく変化し、実施期間中には当初予測出来なかった新たな事業ニーズ、問題が明らかになってくる。事業の発現効果を高めるためには援助スキームと人的資源などを柔軟に組み合わせ投入する体制が必要である。プログラム援助の実施方法はプログラムが完成してから事業に着手するのではなく、問題解決にむけ迅速に着手し「走りつつプログラムを新たに」してゆくことである。求められているものは現場レベルの対応能力の強化であり実施機関の海外事務所への権限委譲を更に推し進めなければならない。

④
有償資金協力事業の迅速化
有償資金協力事業は現行ではＦＳ調査開始から工事業者選定まで凡そ7年半を要している。この期間を2ヵ年短縮する仕組みを作り迅速化を図る。
即ち、ＦＳ確認後引き続き基本設計と入札図書を技術協力により作成する。その作業は円借款要請、審査、ＬＡの締結までの一年間を充当する。また、詳細設計を工事業者の選定期間（入札）の1年間に平行して行う。このことにより工事業者の決定はＦＳ調査開始後5年半後となる。
入札補助業務、詳細設計、工事監督の係るコンサル企業の選定は、円借款の調達ガイドラインに従い工事入札開始前に完了しておく必要がある。
本邦企業の技術の活用を促進する上で、技術協力により基本設計と入札図書を作成することは効果的であり、わが国の顔の見える援助に資するところとなり、事業の迅速化は途上国に歓迎されるところである。

⑤
緊急援助の体制
自然災害による被災者支援、紛争などよる難民支援、あるいはその後の復興支援は援助効果を高めるには時間との戦いである。無償、技術協力、有償の密接な連携を図り現場ニーズに即応する必要がある。援助実施にあたり交換公文など政府間の国際約束の書面による手続きを省き、例えば有償資金協力も実施機関の権限で30億円程度は供与できる体制が望まれる。
アフガニスタンやパキスタンなどの緊急復旧援助において道路や橋の修復工事に多額の技術協力予算が使用されているが、無償資金協力で対処すべき建設事業である。調査と工事を技協と無償が迅速かつ一体的に活用できない実情を示すばかりか、拡充すべきマスタープランなど技術協力の戦略的活用を阻害する要因でありわが国ODA総体の効果的・効率的活用に逆行するものである。
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統合問題では組織と人事の改変が極めて重要な課題であるが、限られた紙面で包括的にあり方を述べるにはおのずと限界がある。組織と人事の問題について肝要な点に限定して提言する。

①
事業企画部の配置

統合された新たな実施機関の理事長の下に事業企画部を設置する。事業企画部は海外経済協力閣僚会議（司令塔）の基本戦略や所管省の援助政策の枠組みの下で３ヵ年中期事業計画を策定する。また、事業現場から発信される様々な情報を統合、分析、評価し司令塔機能、政策機能を補佐する役割を果す。想定される主な所管業務は以下の通り。

· 戦略的事業予算の編成（事業規模の大きい円借款の活用）

· 援助プログラムの審査、承認

· 候補案件ロングリストの承認（現地ODAタスクフォースの廃止を含めた見直し）

· 第三者事業評価の活用（政策との整合性、事業発現効果などの確認）、

· 民間資金、OOF事業との実施面における連携促進と調整

· 国際機関との事業実施面での援助協調（制度面での明確化）

事業企画部のトップ人事は事業実施上の豊富な知識、経験をもち開発途上国や国際機関に様々な知己を持つプロパー職員から人選する。

②
地域軸による事業組織

組織構造は冒頭の「１．国益に資する事業戦略の構築」で述べた実施機関の使命を踏まえ、事業執行に相応しい形に設計しなければならない。
事業組織改革には地域軸、セクター軸、スキーム（有償、技協、無償）軸の3つの視点がある。地域軸は面的･中長期的に開発ニーズを把握できる優位性を持ち、セクター軸は案件形成に強みを持ち、スキーム軸は事業管理に利点を持つと考えられる。
事業はプログラムアプローチで執行することが適当であり、面的・中長期的に開発ニーズを把握し事業形成を行える組織構造とすることが望ましい。地域別に４ないし５事業部を設置し各事業部の中にセクター別の下位組織を配置して案件形成能力を発揮させる。セクター別下位組織は各スキームの制度･手続きに係る知識を習得し事業管理に責任を持つ体勢とする。

また、地域別の組織は、所属職員が国・地域の様々な情報を集積し先方実施機関との密接なコミュニケーションもつことから国・地域の専門家を育成する利点を持つ。職員を担当の国・地域の海外事務所に長期派遣すれば現場強化となる。
事業規模の大きな有償資金協力事業を組織統合により従来にもまして活性化させることは国民的視点でも期待されるところであり、組織構造の詳細設計と要員配置はこの点に留意して行うことが肝要である。

③
プロパー職員の積極的登用

統合された実施機関では意思決定機関は理事会となるが、理事の過半数をプロパー職員とする。これに加え民間出身者の少なくとも一名の起用が望ましい。また、具体的な事業執行を担う部長職など管理職は例外なくプロパー職員を任命する。この人事に係る基本的な考えかたは実施機関への権限委譲と表裏一体であり、統合の機会に実現すべく政府レベル（司令塔）で確認されなければならない。

④
現地ODAタスクフォースの見直し

大使館の指揮の下にJICA, JBIC, JETRO 派遣専門家などを構成員として現地ODAタスクフォースが配置されている。

途上国政府から多数の要請案件を評価しふるいにかけ一次的案件候補リストを作成している。

現地ODAタスクは現在５０数カ国に設置されているが、バングラデッシュ、ベトナムなど一部の国では機能していると言われているが、主要な援助国も含め大半の国では目論みどおりには機能していない現状である。

現地ODAタスクフォースが機能している国の成功要因は属人的な要素にあり、この体制そのものの優位性を示すものではない。新たに設置される事業企画部が策定する事業戦略を踏まえ実施機関の海外事務所がこの作業を行う仕組みへと変えてゆくことが求められている。海外事務所が途上国政府実施機関と十分な協議を行い一次的案件候補リストを作成する。事業企画部がこれを承認する。政策との齟齬をきたさないために承認後大使館と協議を行い必要に応じて調整する。

現地ODAタスクフォースを見直し実施機関の事業企画部にその機能を移管することが望まれる。

⑤
内部統制機能強化と第三者事業評価

援助事業の迅速性、柔軟性、機動性を高め効果的、効率的な援助を実施するために実施機関への権限委譲が不可欠であり、海外事務所など事業現場を活性化させる。その一方で、援助が適正にかつ効率的に行なわれているか牽制機能を働かせることが重要であり、理事長の下に業務監査室を設置し業務を監視する体制が必要である。会計検査院調査など外部の牽制機能に加えて内部統制機能を強化しなければならない。内部統制機能の強化が事業運営の硬直化をもたらすことであってはならないので、とりわけ実施機関が直接発注する事業の契約制度などは契約者双方の責任を明確化しまた諸手続きを簡素化するなど抜本的な見直が必要である。　第三者による事業評価を行い、政策と事業の整合性、事業発現効果などについて理事会が報告を受ける体制とし事業改善を促すことが必要となる。





